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東日本大震災から１０年 ～福島の復興と今後の課題 

天野 和彦*a) 

   10 Years after the Great East Japan Earthquake - Reconstruction of Fukushima Prefecture and Future  
Challenges 

Kazuhiko Amano*a) 

要旨 本論文は，東日本大震災から 10 年が経過した福島県において，復興における進捗状況と被災者の現状を明らか

にするとともに，今後考えられる福島の復興や地域課題への対応策，さらに今後予測されている巨大災害に，東日本

大震災の教訓を活かすには何が重要なのかについて考察する． 
キーワード 東日本大震災，復興課題，被災者の現状，地域課題，原子力災害，巨大災害，教訓を活かす 

1．．福福島島のの復復興興はは進進んんででいいるるののかか  

 東日本大震災から10年を迎えている．東日

本大震災では，最大で約50万人が避難をし，

福島県においては東京電力福島第一原子力発

電所の事故に伴い，現在も県内外に約4万人の

避難者（福島県発表）がいる．原発事故と巨

大地震という世界史上誰もが経験したことの

ない複合災害の状況から，今後の生活再建へ

の見通しについて，いまだに展望を持てない

被災者も少なくない．筆者が所属する福島大

学うつくしまふくしま未来支援センタ ー

(FURE)が，2017年9月に報告した第2回 双葉郡

住民実態調査1によると，現在の職業について

は「無職」が55.5％と半数以上を占めた．ま

た，将来の自分の仕事や生活への希望につい

ては，「大いに希望がある・希望がある」は

計16.1％だったのに対し，「あまり希望がな

い・まったく希望がない」は計50.4％と半数

を占めた．また，復興公営住宅に入居してい

る住民への意識調査では，約半数近くが永住

をする意思がないと回答し，生活上の困りご

とがあった時に団地内の住民を頼りにできる

かどうかという質問には，「頼りになる」

「やや頼りになる」との回答は合わせても

36.1% にとどまった(高木 2018)2．住民の自 

立に向けた支援の重要性が改めて浮き彫りに

なっている．このように，被災者一人ひとり

の生活再建に向けた復興の道のりはまだ遠い

状況にあると言わざるを得ない．一方，原発

事故の避難者の帰還は進んでいるかについて

みてみると，2013年5月の時点で，県外避難者

数は62,038人，県内避難者数は102,827人で

あった．2020年10月の時点では，県外避難者

数は29,441人，県内避難者数は7,459人となっ

ている3．避難者は統計上減り，復興は進んで

多くの住民がふるさとに帰還しているように

も見える．しかし，これは原発事故避難者の

数を少なく見せる統計のトリックである．避

難して最初に入居した仮設住宅を出て一般の

住宅や「復興住宅」（県や市町村が運営する

公営住宅）に転居すると，事故前の家に戻れ

なくても，補助を打ち切る．避難者のカウン

トから外す．※大熊町と双葉町を除く（令和

３年３月末まで延長）結果，避難者を統計上

＊
福島大学うつくしまふくしま未来支援センター  
Fukushima University，Fukushima Future Center for Regional  
Revitalization (FURE)，1 Kanayagawa，Fukushima-shi，960-1296 Japan 

a) E-mail: r646@ipc.fukushima-u.ac.jp 

表 1  団地内住民のつき合いと団地内住民を頼りに

できるかどうかとの関係  



76 77

 

FURE 研究報告（2020）福島大学うつくしまふくしま未来支援センター 

いないことにしてしまう．2016年2月には「避

難 者 」 は 約 164,000 人 ． 2018 年 2月 に は 約

73,000人に減った．2019年3月には，さらに

41,299人に減っている．しかし，帰還率をみ

ても浪江町が8.7％，富岡町が11.1％（2020年

現在）4となっていることからもこれは裏付け

られる． 

 さらに，福島第一原子力発電所内のタンク

群（トリチウムを含む処理水）は，東京電力

の説明によると，2022年夏にはタンク容量の

137万トンが満杯5になるとのことである．そ

れらの処分方法について，「多核種除去設備

等処理水の取扱いに関する小委員会」におい

て取りまとめられた報告書では，処分方法と

して，1海洋放出， 2水蒸気放出の2つのケー

スの検討，及び風評への対策を講じることが

提案されてきた．2020年10月に入り，政府は

多くの漁業関係者の反対をよそに海洋に放出

する方針を固めた．しかし，多くの関係者の

合意が得られない等を理由に「海洋放出」決

定を延期するという政府方針の揺らぎも出て

きている． 

 本稿では，震災からの10年で何が課題に

なっているのか，また今後予測されている巨

大災害に向けての教訓の発信という視点でも

述べていきたい． 

22．．いいまま福福島島がが抱抱ええるる復復興興課課題題ははななににかか  

 筆者が代表を務める一般社団法人ふくしま

連携復興センターのこれまでの総括6から，福

島が抱える課題について述べたい．10年にわ

たる復興プロセスの長期化によって，新たに

発生した課題も少なくない．長期化する避難

生活により，地域コミュニティなどから孤立

し，精神的ストレスが深刻化する避難者は増

加の一途をたどっている．また，2014年4月の

田村市都路地区に始まり，昨年４月には大熊

町，本年3月には双葉町の一部に及んだ避難指

示の解除は，復興には欠かせない取り組みで

はあるものの，そこから新たな課題が発生し

ている． 

 避難指示の解除により，国や自治体，民間

団体などが行っていた支援策も徐々に縮小さ

れ，東京電力による精神賠償も打ち切りが進

んでいる．これまで長期にわたり避難を強い

られていた地域住民の中には，生業が奪われ，

慣れない避難先での生活を送る中で，支援や

賠償金による収入に支えられてきたという

ケースも少なくない．多くの場合，避難指示

が解除されても元通りの生活や収入を取り戻

すことは困難であり，こうした被災者が大き

な精神的ストレスを抱え，また生活困窮に陥

るといったことが危惧されている．このよう

に震災や原発事故を起因とした生活困窮の発

生は，従来の生活困窮とは全く異なる過程を

辿っており，この課題の背景や本質を良く見

極めて対応することが求められる． 

 先に述べたように，避難指示は解除されて

も帰還率が低迷している自治体は多い．避難

の長期化によって生活基盤が避難先で整った

ケース，放射能汚染に対する不安が完全に払

しょくされず，また病院や商業施設，学校な

どの生活インフラが十分に整ったとの判断が

なされないケースなどがその理由である．避

難した地域住民の一部は帰還し，また避難を

継続，また他の地域へ移住といった様々な選

択をすることで，地域コミュニティの分散や

支援の手の希薄化などが深刻になり，被災者

の孤立が益々深まるといった点が懸念されて

いる．加えて，帰還した住民と帰還しない住

民の軋轢も起きているとも言われている． 

このように，復興課題は個別化，多様化，

複雑化してきている．以下７点に課題を整理

し，それに対しての対応策を列記する． 

 

課題1 支援策や賠償金の縮小・打ち切りによ

る新たな生活困窮の発生 

対応  生活困窮者支援を行うべき主体(行政，

福祉分野等の専門機関，NPO等の市民

団体など)による支援の仕組みの構築 

 

課題2 復興が一定前進している地域や分野と，

復興から取り残された地域や分野との

格差の拡大 

対応  先行事例の情報やノウハウ等の他地域

展開 
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課題3 避難の分散・長期化による避難者の課

題の多様化 

対応  被災者の生活再建における伴走支援を

行う主体の確保(生活再建支援拠点の

継続) 

 

課題4 復興公営住宅におけるコミュニティの

弱体化 

対応  復興公営住宅ごとに生じている課題へ

の対応(コミュニティ交流員事業等の

継続) 

 

課題5 復興プロセスの長期化や，課題の多様

化複雑化に対応する支援者の疲弊の進

行 

対応  支援者のサポート体制の構築(例：宮城

県サポートセンター支援事務所) 

 

課題6 避難指示解除地域の帰還率の低迷とコ

ミュニティの分散 

対応  手薄になりがちな避難継続者のケアの

ための支援体制構築(支援主体の掘り

起こしと連携の仕組み構築) 

 

課題7 風化の進行による，支援リソースの縮

小や復興の担い手不足 

対応  県外を含めた，復興支援及び防災減災

関連活動を行う主体との密接な関係性

構築と維持 

 

 被災者のゴールは，元の暮らしを取り戻すこ

と，つまり生活再建にある．まさに，生活再建

（生活復興）を被災者の権利として捉え，その

軸を基に支援を行っていくことが求められる．

支援の仕組みのひとつとして社会的弱者を救っ

ていく地域システムも不可欠になる．そのため

にも，これまでの【集中復興期間～復興創生期

間】にあったような単なる行政と民間の連携協

働ではなく，これからの長期的な生活復興を支

えていく組織のデザイン（マルチセクターによ

る組織）が喫緊の課題となっていくのではない

か． 

33．．東東日日本本大大震震災災のの教教訓訓をを活活かかすす  

 災害時における課題として，災害救助法の

運用について被災市町村がよく理解していな

いことによる被災者支援の不十分さや避難所

が避難所内の支援にとどまらず地域の被災者

支援のセンター的役割を果たすという視点，

避難者の孤立を防ぐための避難者情報の共有，

休息なく行われる支援に伴っておこる疲弊す

る行政職員を中心とする支援者への支援など，

これまでの災害でも課題として残されてきた

ことが熊本地震や平成30年7月豪雨においても

積み残しとなった．東日本大震災における避

難者総数は約50万人，熊本地震では18万人で

ある．今後の予測されている広域で大規模な

災害における避難者想定数は，首都直下地震

で700万人，南海トラフ地震においては950万

人である．こうした状況を踏まえると，マス

コミの論調としてよくあるような「これまで

の災害における教訓が反映されたのか」とい

う懐疑的な指摘にとどめて先送りすることは

許されない．早急に「災害における教訓を反

映することができる社会システム」の構築は

いかにあればいいのかという視点での検討と

その具体的な施策の展開が望まれる． 

 例として，これまでの災害時における支援

組織体制の概要とどこがボトルネックになっ

ているのかの現状を確認した上で，その陥没

点をどのような仕組みで埋めていけばいいの

かについて筆者の試案を述べたい．図１にあ

るように，災害時には当該市町村役場が中心

となって支援を行う体制にある．しかしここ

が大きな陥没点の原因にもなっている．つま

り役所の職員も被災者であるし，役所自体も

被災していることが多い．まさに，地方自治

の名の下に，災害初動期の判断（「避難勧告，

避難指示」「自衛隊の派遣要請の要求」「避

難所の運営」など）が被災した基礎自治体に

任されている．基礎自治体だけに荷を背負わ

せない災害法制度の改正が必要なのではない

か． 

 また，NPO等市民活動団体は，JVOADがそう

であるように全国的なネットワーク組織がす
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でに結成されており，災害時もそうしたネッ

トワークから現地にスタッフを派遣する仕組

みとなっている．またDMATなど災害支援を専

門とする医療チームも災害直後に被災地に入

る．加えて全国社会福祉協議会等の福祉系

ネットワークも，被災地において直後からボ

ランティアセンター構築に向けて活動を始め

ていく．一方で，被災自治体は，災害時相互

応援協定を結んでいる自治体への要請を行う

が，被災している自治体そのものも，災害対

応未経験であることから，何をどうしていい

のかわからないといった状況におかれる．そ

のため熊本地震でも見られたように，外部自

治体の支援も食事の配布や罹災証明書の記入

補助など雑務が中心となってきた．そこでこ

れまでの枠組みを超えた協働の仕組み構築が

必要となってくる．例えば，発災後24h以内に

被災自治体へ，災害研究者や実務家等から構

成される政府災害支援PJチームを県などの災

害対策本部に派遣し，最初のレールを敷いて

しまう．地元である被災自治体と専門的知識

を保有するチームとの協働によって，早期に

復旧と復興に向けた青写真をつくる基盤が生

まれる．ここで想定している政府災害支援PJ

チームは，平時に任命・委嘱しておくことは

必須である．さらに，国の災害対応であるが，

内閣府や国交省など各省庁に対応の局面が分

散している問題もある．今後予測されている

首都直下地震や南海トラフ地震など巨大災害

に対応するためにも，災害急性期から出てく

るさまざまな課題にワンストップで対応でき

る国の機関設置が急務である．いわば防災・

復 興 省 の 設 置 は ， イ タ リ ア 市 民 保 護 局

（Protezione Civile）などがモデルになるの

ではないか．また，震災関連死や生業保障な

ど中長期的な災害対応が求められる中，コ

ミュニティ構築のための被災者と行政を結ぶ

人（CSW:コミュニティソーシャルワーカー）

を介在させる仕組みも必要となってくる． 

4．．おおわわりりにに  

  東日本大震災から10年．その後も各地で災

災害等研究者・ 実務家

政府災害⽀援PJチーム

災害等研究者・ 実務家

政府災害⽀援PJチーム

災害等研究者・ 実務家

政府災害⽀援PJチーム

NPO等市⺠活動団体

N e tw o r k

全国災害ボランティ ア⽀ 援団体

ネッ ト ワーク（ JVOA D）

発災後24 h以内に、 被災⾃治体

へ、 災害研究者や実務家等から

構成さ れる政府災害⽀援PJチーム

を県などの災害対策本部に派遣し 、

最初のレールを敷いてし まう 。

政府災害⽀ 援PJチームは、 平時に任命・ 委嘱。

N e tw o r k
災害ボランティ ア活動

⽀ 援プロジェ クト 会議

（ ⽀ 援P）

全国社会福祉協議会等

役所

×
役所

（ 他⾃ 治体）

被災者

避
難
所

被災者（ 在宅）
◎

災害時における⽀援組織体制（ 試案）

災害時相互応援協定

⽀援

連
携
・
協⼒

連携・ 協⼒

連携・ 協⼒

災害ボランティ アセンター

⽀援
⽀援

⽀援

⽀
援

⽀
援

任
命
・
委
嘱

◎

◎

△
政府・ 内閣府（ 防災）

DMAT（ 災害派遣医療チーム）

図 1 災害時における支援組織体制（試案）  
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害が起こっている．先に述べたように，被災

者のゴールは生活再建にある．いまもなお，

発災の日から動けずうずくまっている方々も

少なくない．そうした方々への支援は元の生

活を取り戻していくその日まで必要である．

まさに「権利としての生活再建（生活復興）」

である．一方で，自立できない被災者に対し

てのいわれのない誹謗中傷もある．いわゆる

「自己責任論」である．被災地でもこうした

声が聞かれる．これは決して個人に返される

べき問題ではない．これまでの災害の中で，

亡くなる高齢者や障がい者の割合は全体から

みても高い．そうした方々は，被災後の生活

再建が通常に比べ困難で，より多くの支援が

必要となるのは当然である．しかし，社会全

体の枠組み（政策と意識）が個人の課題とし
 

1 国立大学法人福島大学うつくしまふくしま未来支援セン

ター『第 2 回  双葉郡住民実態調査調査報告書』 ,国立大学

法人福島大学うつくしまふくしま未来支援センター ,2018 
2 高木竜輔『福島県内の原発避難者向け復興公営住宅にお

けるコミュニティ形成とその課題』 ,社会学年報 ,2018,p.18 
3 福島県庁災害対策課 2020 年 11 月 5 日発表データに基づく 
4 浪江町、富岡町両町のホームページ参照（2020 年 11 月 12
日閲覧）  

て捉えているため，そうしたことが個人の判
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